



































































































































In like manner, so they say that the
forthcoming election will not be a
trustworthy one if it is held in the absence
of Daw Aung Sam Suu Kyi and NLD. I do
not think it is wise that the focus of
attention is on a particular person and
party in the proceeding of election, which is
the concern of the entire nation. The
essence of democracy is that every decision
is made with the votes of the majority. So, I
wish they would ponder to find out
whether their words are in consistence











































The US-led invasion of Iraq has been
followed by a large number of casualties
and human rights problems, but the media
never say that they are concerned over the
country. It is strange that instead, they are
claiming they are deeply concerned over
Myanmar, where the people lead a life of






















Besides, we all the people still remember a
very important remark made by the Senior
General. He said the government was
giving priority to two main points. The first
point is that all necessary arrangements are
being made in order to hold the 2010
elections successfully. The second point is
that sound foundations are being built for























As far as I know, the government does not
delay the process. Those who are trying to
delay, disrupt and harm the democratic
process are the antigovernment groups
inside and outside the country. If they had
not tried to do so, our country would have
reached the goal of democracy.
『民主的な工程を遅らせ邪魔しているのは、国
内外の反政府勢力である。彼らがそういう行動
に出ないならば、わが国は民主主義の目標に到
達できる。』とし来年の選挙は国連と国際社会
の協力が得られるならば、ミャンマーの民政移
管は迅速に成立し国の発展と人権の拡大に役立
つと結んでいる。
ここでミャンマーの民政移管の工程を見てみ
よう。
2007年９月　新憲法制定に向けて基本原則を
審議する国民会議により新憲法
の基本方針決定
2008年２月　軍事政権が新憲法草案を起草
2008年５月　新憲法の賛否を問う国民投票、
新憲法制定
2010年　　　新憲法に基づく国会議員選挙
こうして新しい国会が召集され国会議員が国
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家元首である新大統領を選出する手はずだ。し
かし、アウン・サン・スーチさんを排除したま
ま上記のミャンマー・タイムズの論調のように
白を黒と言いくるめるような状況下では、軍政
の言いなりになる翼賛体制づくりが進む可能性
が高い。
５　軍事政権下で主要産業が育たない
ミャンマーの主要産業は、ルビー、木材、石
油など天然資源を国有企業が開発しており、民
間の製造企業が発達していない。主要農産物は、
米であり農地の60％を水田が占めている。民間
企業が伸びない原因として挙げられるのは、一
貫した産業政策がないことである。軍政による
許可や認可項目が、多く制度などがよく変わる
ことや賄賂が幅をきかせていることも外国の進
出企業を悩ませている。例えば中古車の輸入、
携帯電話の販売、通信料の管理も政府の管理下
にあり政府筋が許認可物件を闇市に流して巨利
を得るという話が公然の秘密となっていた。仮
に起業しようとすると、民間会社の場合、ミャ
ンマーの会社法でこと細かく規制されている。
携帯電話のメモリーカードは、15万円のもの
を政府筋が闇市に流すと20万円で売られており
その差額が懐に入る仕組みだ。しかし、国民は
人なつこく、親切だし美しい自然や豊富な果物、
天然資源に恵まれ識字率も高い。
仮に貿易業を営もうとすると18の業種から５
品目しか営業することが認められない。しかも
日本でいう法務局への登記費用が、輸出入貿易
会社の場合だと、17万円かかり書類もヤンゴン
でなく新首都のネピドーまで届けに出かけなけ
ればならない。17万円は、日本円に換算すると
170万円となり、かなりの高額である。ヤンゴ
ン市内には、ミャンマー女性起業家協会があっ
たが、事務手続きを含め経済活動の自由化が望
まれるところである。
そのような環境の中でボディと車台を除き日
本から輸入した部品で組み立てたミャンマー製
の“新車”が、マンダレー市郊外のサェームゾ
ン工業団地で本格的に始まっていたのが興味深
かった。主に１�の軽トラックだが、中には20
�トラックもあった。同工業団地には、こうし
た組み立てを行う企業が10社ほどあり年間400
台生産していると聞いた。その中の最大手であ
るトワン自動車製造会社を訪れた。従業員は、
50人程度で年間50台を製造していたが、車体
と車台はミャンマー製で残りの部品はすべて輸
入品を使い組み立てを行うもの。ジープの場合、
日本からの中古車が250万円に対してミャンマ
ー製は150万円と格安である。ミャンマー政府
も、国産技術振興のためにこの事業には前向き
の姿勢といわれる。
マンダレー市では、公共の図書館が少ないた
め、私設の図書館を設け運営するという新しい
事業にも出あった。アメリカからの留学を終え
て帰国した学生が、市内で会員制の図書館を立
ち上げて貸出し料で運営を始めた話を当事者か
ら直接に聞いた。ミャンマーでは、英語の本が
少ないので米国のＮＰＯ（非営利組織）から寄
贈してもらい蔵書を増やしていた。
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“ミャンマー製”の車の組立て風景
（マンダレー市郊外の工業団地で）
６　ミャンマーの学校制度と社会基盤
小学校は、５年制、中学校が４年制で高等学
校は２年制となっている。授業料は、いずれも
年間で1,000円だが、街の塾に通う生徒が多く
塾の授業料は年間１万円と高い。大学は、３年
制だが日本でいえば運転免許証の取得と同じよ
うな制度である。年に２回行われる試験に10日
間通って合格すれば卒業という仕組みでその
間、大学へは通わずに学生は一人前に働いてい
る。従って大卒といっても大きな利点があるわ
けなく、富裕層の生徒は英国次いでオーストラ
リア、アメリカなどへ留学して本格的な就職に
備える。日本のように一定の日数をかけ講義と
試験を受けるのは、医学と軍関連の大学の学生
だけである。塾の授業料が高いのは、高等学校、
大学の入学は中学校、高等学校の成績順となっ
ているため塾通いが盛んになるという訳であ
る。
国自体が貧しいため学校、橋、公園、道路、
病院、公共の輸送機関などの整備が遅れている。
道路は、料金を取る幹線を除くと少し郊外に出
れば穴ぼこだらけか未舗装部分も多く運転は技
術を要する。鉄道は機能していなくてヤンゴン
中央駅も閑散した状態で地方へ向かう乗客は低
所得者が多い。現地に詳しい日本人によれば、
病院の治療水準や医者の技量も疑問符がつく点
が多く、重い病気になればいち早く帰国する手
段を講じているという話であった。商店、スー
パーで売られている商品はタイ、中国製品が目
に付く。軍政府が軍備に金をかけ産業の振興を
図らないひずみがあちこちで見られた。
７　通貨価値は日本円の10分の一
通貨のチャットの価値は、日本円の10分の一、
買い物の場合、日本で２万円のものが２千円で
買える。生活ぶりをみると、学卒の初任給は１
万円程度、会社員、公務員の平均給与が４万円
から６万円くらい、工場の労働者、売り場の女
子店員は約３千円（いずれも月給）で雇える。
同国の一人当たりの国民総生産は、219�
(2006年、ＩＭＦ=国際通貨基金推定)、2008年
で1,100�という情報もあるが、上記の各層の
給与水準からみると500�程度が妥当と思われ
る。物価の面では、ヤンゴン市内のバス代金は、
乗りたい放題で５円、スイカが180円、かぼち
ゃ25円、リンゴ18円程度であった。政府発表
の2007年資料によれば、対日輸出額は155億円、
農水産品、林産物が主で、一方、輸入額は109
億円で機械、電気製品が多い。1988年から
2007年１月までの日本からの投資額累計は、
212億円となっている。2006年度の対ミャンマ
ー向け輸出実績では、上位５ヶ国のうち日本は
タイ、インド、中国に次いで4位、輸入は５位
以下である。
８　街で見かけるのは日本製の中古自動車
旧首都のヤンゴン市内は、二輪車と自転車は
事故防止の名目で使用禁止である。市内を走る
車は、圧倒的に日本車の中古車が多い。ほとん
どの車がマニュアル車でトヨタのカローラ、コ
ロナ次いで日産のサニーが目に付く。中古のサ
ニーで250万円ほどの価格だが需要は多いよう
だ。日本では、見かけないマツダの軽トラック
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街の露店風景（ヤンゴン市内）
も人や荷物を載せて活躍していた。鉄道は、市
内、郊外を含めほとんど利用されておらずバス、
トラック、タクシーが主要な交通手段である。
トラックは、日本製、中国製の中古車、バスは、
市内線、長距離線を含め日本製の中古車が使わ
れており”名鉄観光バス“とか”神奈川交通
“などそのままの名前をつけて走っている。幌
付のトラックが公営バスで乗客を満載して走っ
ている。
マンダレー国際空港では、名古屋市の市営バ
ス３台がその元の姿でターミナルから飛行機ま
で乗客を運んでいた。ヤンゴン以外の地方では、
バイクが利用されている。ホンダ車は、価格は
30万円と中国製の５万円に比べ高いが、中国製
の３年から５年に比べ10年は乗れると性能面で
評判がよい。車検制度が、機能していないため
排気ガスがものすごく多いことと冷房用の冷媒
にマニュアル車が多く現在もフロンガスを使う
など環境面では問題が山積している。
９　広がる格差社会と今後の展望
事実上の首都であるヤンゴンには、50数社の
日本企業が、拠点を構えている。三井物産、三
菱商事など商社は、早くから進出しているが、
同国が民政移管したあとの安定した経済発展を
見越し人脈および拠点づくりに重点を置いてい
るようである。訪問中にヤンゴン市内でTOTO
が２階立てのビルでショールームを開設してい
たし、リンナイは１年前からヤンゴンに現地法
人「ミャンマー・コーワ・インターナショナル」
を開設し販売に力を入れている。同社のタイ、
インドネシアから持ってくる二口コンロは、８
千円程度に比べ日本から直輸入のガス器具は３
万９千円から８万円であった。富裕層が、買い
物に行くスーパーマーケットや電気店で展示さ
れている家電製品、音響製品は日本製が多い。
ただ、折角、家電製品、音響製品を買っても
問題は残る。停電が毎日朝５時から11時までか、
夕方の５時から11時までのいずれの時間にある
からである。このためホテル、レストランをは
じめ経済的に余裕のある層は自家発電対策をし
ている。
国としての経済は、貧しいが富裕層には、極
端な金持ちが多くビジネスの機会は多い。携帯
電話は、20万円、トヨタの乗用車タイプ「ラン
ドクルーザプラド」が1,800万円、オートマチ
ック式の「セルシオ」が2,000万円で買い手が
いる。ヤンゴン市内で660平方�程度の敷地に
ある二階建ての中古住宅が6,000万円で売られ
ている。１回のエステや美顔術で20万円ほど使
う女性の会社社長もいた。ところで米国は、軍
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名古屋市営バス（マンダレー国際空港）
TOTOのショールーム（ヤンゴン市内）
事政権に対する制裁措置として、ミャンマー製
品の輸入禁止と送金停止を実行し、同国の経済、
特に縫製産業に大きな影響を与えている。８月
15日にウェップ米上院議員（民主党）が、軍事
政権トップのタン・シュエ国家平和発展評議会
議長と面談した。同議長が、米要人と会うのは
初めてで対米関係の改善と2010年に予定され
ている総選挙後の体制が経済発展を占うカギと
なろう。
受理日　平成21年9月25日
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